
































































































































































































































































































































































































（資料10）１審判決 ( 左側 ) と２・３審判決 ( 右側 ) のポイント（判決文より抜粋して筆者が整理して作成）
①建築は違法か合法か　　　　　　　　　　■合法（違法建築ではない） ■合法（違法建築ではない）





































































































































































































































































































































































































































Ｂ　→　Ｂ 15 35 変化なし
Ａ　→　Ｂ 19
Ｂ　→　Ａ 20 39 変　化
Ａ→Ｂ→Ａ 18
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「専門外」の教員でも可能な論争問題討論学習の教材研究方法の提案と検証 ─判例を用いた授業を事例にして─
42 ●人間文化
木村　裕
人間文化学部人間関係学科准教授
　2017年・2018年に告示された学習指導要領では、
その「前文」において、これからの学校には持続可
能な社会の創り手の育成が求められていることが示
された。また、主権者教育の重要性に関する指摘や
必修科目である「公共」の新設なども行われてい
る。ここからも分かるように、児童生徒一人ひとり
を社会の形成者として育成することは、学校教育に
おける重要な課題の1つとなっている。
　ところで、授業の内容や要点を学習者が学び、身
につけるために活用される教材は、学習者の授業へ
の参加や資質・能力の向上を助けるうえで重要な役
割を担うものである。したがって、教材の質の向上
や活用方法の工夫などは、授業を通した学習者の学
力保障をめざすうえで重要な要因となる。本論文で
扱われている教材研究とは、そうした教材の質の向
上や活用方法の工夫などを行ううえで不可欠のもの
である。
　本論文は、西村氏自身が実施した教員への意識調
査の結果や先行研究の成果、学校現場の実態などを
ふまえながら行った研究の成果の一部をまとめたも
のである。その根底には、授業時間数の確保や教材
研究の実施に係る困難などの様々な課題がある中
で、まずは教員が論争的なテーマを扱ってみようと
思えることが重要であるという問題意識がある。そ
して、判例を用いた授業における教材研究に焦点を
あてて、具体的な授業事例の紹介と分析を行い、教
材研究を行う際に留意すべき事を明らかにするとい
う課題に迫っている。児童生徒や教員は個々に異な
る特性や考えなどを有しており、学級や学校をとり
まく環境も様々であるが、本論文のようなかたち
で、実践事例の具体像やその実践に関する授業者の
意図、教材研究の方法、実践の成果や課題に関する
分析結果などを共有することは、教員が互いの実践
に学び合い、よりよい実践を創造してゆくうえで重
要な意味を持つと言える。
　もちろん、西村氏が「科学 ･ 学問の到達点をおさ
えた教材研究」と定義して注目する「深い教材研
究」は、判例を用いることによってしか実現できな
いものではない。また、判例では扱うことのできな
い社会的論争問題や社会的事象もあるだろう。その
ため、判例を用いた授業の特長や制約をさらに詳し
く分析することや他の実践のあり方も検討するこ
と、そうした研究の積み重ねの中で導き出される一
般化可能な点などを明らかにすることも、今後の研
究課題の1つとなり得るだろう。西村氏の今後の研
究にも期待したい。
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